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会計検査院検査による指摘事項（詳細） 

 

 

○ 11 都県及び 20 市区における、438 事業者の児童発達支援事業所又は放課後等デ

イサービス事業所（合計 537 事業所）における児童指導員等加配加算の算定状況等

を検査したところ、96 事業者の 119 事業所において、障害児通所給付費の算定に当

たり、児童発達支援管理責任者が配置されていない期間であるにもかかわらず、児

童指導員等加配加算として所定の単位数が加算されていた。 

 

○ 児童発達支援管理責任者が配置されていない期間に児童指導員等加配加算が算

定されていた理由として以下の理由が挙げられた。 

①  児童指導員等加配加算の要件の理解が十分でなかったことから、児童発達支

援管理責任者は算定基準等における児童指導員等加配加算の算定に必要な従業

者には含まれないと考えていたため、児童発達支援管理責任者を配置していな

い期間でも児童指導員等を所定の人数に加えて配置していれば、児童指導員等

加配加算を算定できると誤解していたため。 

②  加算届の様式には児童発達支援管理責任者の配置状況についての記載欄がな

いため、児童発達支援管理責任者を配置していない期間でも児童指導員等加配

加算を算定できると誤解していたため。 

③  児童指導員等加配加算の要件については理解していたものの、児童指導員等

加配加算を算定するに当たっての事業所における児童発達支援管理責任者の配

置状況の確認が十分でなかったため。 

 

○ 厚生労働省において、障害児通所給付費の算定等が適正に行われるよう、次のと

おり、是正の処置を要求し及び是正改善の処置を求める。 

 ① 返還手続が未済の事業所に対して、過大に算定されていた障害児通所給付費の

返還手続を行わせること。 

 ② 都道府県等に対して、Q＆A 等に記載するなどの方法により児童指導員等加配

加算の要件について周知徹底するとともに、児童発達支援管理責任者の配置につ

いての記載欄を設けた加算届の様式を示すなどした上で、児童指導員等加配加算

の算定に必要となる従業者を確認する際に事業所における児童発達支援管理責

任者の配置状況を確認するよう周知すること。 

 ③ 事業者に対して、都道府県等を通じるなどして、児童指導員等加配加算の要件

について周知徹底するとともに、児童指導員等加配加算の算定に必要となる従業

者を確認する際に事業所における児童発達支援管理責任者の配置状況を確認す

るよう周知すること。 

 

 


